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１. 14年  9月中間期の連結業績（ 平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績

 売    上    高  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 121,390 3.0 4,161 103.8 3,445 132.2

13年 9月中間期 117,851 △ 4.7 2,042 △ 45.2 1,484 △ 59.9

14年 3月期 242,746 6,326 5,771

          中間（（ 当期）純利益 （ 当期）純利益
潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
14年 9月中間期 1,853 804.5 7.60 －
13年 9月中間期 204 - 0.84 －
14年  3月期 2,609 10.69 －
(注)①持分法投資損益    14年 9月中間期          679 百万円   13年 9月中間期          440 百万円   14年 3月期          998 百万円

②期中平均株式数（ 連結）　14年 9月中間期   243,867,937 株 　　　13年 9月中間期   244,064,091 株　　　14年 3月期   244,060,038 株
③会計処理の方法の変更  無
④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
14年 9月中間期 244,671 75,323 30.8 308.90

13年 9月中間期 255,316 72,547 28.4 297.25

14年  3月期 256,151 75,766 29.6 310.45

(注) 期末発行済株式数（ 連結）　14年 9月中間期   243,846,321 株　 13年 9月中間期   244,065,195 株　　　14年 3月期   244,050,778 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円
14年 9月中間期 8,380 △ 13,018 △ 3,532 11,927

13年 9月中間期 6,794 △ 9,821 805 21,649

14年  3月期 17,040 △ 16,153 △ 5,090 20,123

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数    15 社   持分法適用非連結子会社数    3 社   持分法適用関連会社数    14 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

２. 15年  3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　　　売　　上　　高  経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 246,000 6,800 3,600

 14 円  76 銭

※上記の業績予想には、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づいております。  為替相
場の大幅な変動・製品需給ならびに製品価格の急激な変動・急激な技術革新等により実際の業績が記載の予想数値と大幅に異
なる可能性があります。
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ニッパツ

１．企業集団の状況

　当グループは当社および子会社３７社（うち海外１６社）、関連会社２８社（うち海外１２社）
より構成されており、懸架ばね、シートおよびシート部品、精密ばねなどの自動車関連部品の製造
販売を主な事業内容とし、さらに情報機器関連の製品・部品の製造販売、上記各事業に関連する物
流およびその他のサービス事業活動を営んでおります。

　当グループの事業に係る位置づけ、および事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであり
ます。

事業区分 売上区分 地　域 主要会社名

懸架ばね 板ばね、巻ばね、 国　内 製造販売 日本発条㈱、横浜機工㈱、
スタビライザ、トーションバー ㈱スミハツ、その他
スタビライザリンク、ラジアスロッド 販　売 日発販売㈱

アキュムレータ、ガススプリング 運　送 日発運輸㈱
サスペンションアーム、その他 海　外 製造販売 NHKｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ（ﾀｲﾗﾝﾄﾞ）社、

NHK－ｱｿｼｴｲﾃｯﾄﾞｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ社、
ﾆｭｰﾒｰｻｰﾒﾀﾙｽ社、その他

シ ー ト 自動車用シート及びシート用機構部品 国　内 製造販売 日本発条㈱、㈱アイテス、
（リクライニング、安全部品） その他
内装品（サンシェード、トノカバー） 販　売 日発販売㈱
その他 運　送 日発運輸㈱

海　外 製造販売 NHKｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ（ﾀｲﾗﾝﾄﾞ）社、
ｾﾞﾈﾗﾙｼｰﾃｨﾝｸﾞｵﾌﾞｱﾒﾘｶ社、
ｾﾞﾈﾗﾙｼｰﾃｨﾝｸﾞｵﾌﾞｶﾅﾀﾞ社、その他

精密部品 ＨＤＤ用部品（サスペンション及び 国　内 製造販売 日本発条㈱、日発精密工業㈱、
機構部品）、線ばね、薄板ばね、 その他
液晶・半導体検査用ﾌﾟﾛｰﾌﾞﾕﾆｯﾄ、 販　売 日発販売㈱
情報ｾｷｭﾘﾃｨｼｽﾃﾑ、ｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞﾗｲﾀ、 運　送 日発運輸㈱
偽造防止システム、プリント配線板、 海　外 製造販売 NHKｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ（ﾀｲﾗﾝﾄﾞ）社
精密加工品、その他 NHKﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ(ﾏﾚｰｼｱ)社

そ の 他 配管支持装置、駐車装置、 国　内 製造販売 日本発条㈱、横浜機工㈱、
ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ製品、照明器具、その他 日本シャフト㈱、その他

販　売 日発販売㈱
㈱ﾆｯﾊﾟﾂﾊﾟｰｷﾝｸﾞｼｽﾃﾑｽﾞ
㈱ニッパツサービス

運　送 日発運輸㈱

２



ニッパツ

以上の企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。

得 意 先

(ｻｰﾋﾞｽ部門）      （ 国   内 ） 　（海   外 ）
◎㈱ﾆｯﾊﾟﾂｻｰﾋﾞｽ

※㈱ｼﾞｰ･ｴﾙ･ｼﾞｰ 　 商品 製品
（販売部門）

商品 ◎日発販売㈱
（販売部門） （店頭登録）

◎㈱ﾆｯﾊﾟﾂﾊﾟｰｷﾝｸﾞ
ｼｽﾃﾑｽﾞ

（運送部門）

◎日発運輸㈱

製品    　 製品
製品   　製品

◎横浜機工㈱ 製品 ※㈱ホリキリ ◎NHKｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ（ﾀｲﾗﾝﾄﾞ）社
懸 ◎㈱スミハツ ◎ﾆｭｰﾒｰｻｰﾒﾀﾙｽ社
架 ◎NHKｱｿｼｴｲﾃｯﾄﾞｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ社
ば ※東北日発㈱ ※ｴｸﾞｽｷｱNHK社
ね ※ｲﾍﾞﾘｶﾃﾞｽｽﾍﾟﾝｼｵﾈｽ社

※ﾑｴｼﾞｪｽ ｲ ﾊﾞｼﾞｪｽﾀｽ
ｲｽﾊﾟﾉ-ｱﾚﾏﾅｽ社

※ﾗｯｼｰﾆNHKｱｳﾄﾍﾟｻｽ社

当 部品 ※髙島屋日発工業㈱ ◎NHKｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ（ﾀｲﾗﾝﾄﾞ）社

部品 ※㈱スニック ◎ｾﾞﾈﾗﾙｼｰﾃｨﾝｸﾞｵﾌﾞｱﾒﾘｶ社
◎㈱アイテス ◎ｾﾞﾈﾗﾙｼｰﾃｨﾝｸﾞｵﾌﾞｶﾅﾀﾞ社

※ｾﾞﾈﾗﾙｼｰﾃｨﾝｸﾞ ﾀｲﾗﾝﾄﾞ社
部品 ※㈱シンダイ

精

密 ◎日発精密工業㈱ 製品 部品 ※タカノ㈱ ◎NHKｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ（ﾀｲﾗﾝﾄﾞ）社
部 （店頭登録） （東証 2部） ◎NHKﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ(ﾏﾚｰｼｱ)社
品 ※アヤセ精密㈱ 社

◎日本シャフト㈱ ※㈱トープラ
◎横浜機工㈱ （大証 2部）

※日本ﾊﾟﾜｰﾌｧｽﾆﾝｸﾞ㈱
（大証 2部）
※日本ガスケット㈱
（大証 2部）
※日発ﾃﾚﾌﾚｯｸｽﾓｰｽ㈱

国内その他１６社 海外その他  １７社

（注）
◎印は、連結子会社を示す。
※印は、持分法適用会社を示す。
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関 係 会 社 の 状 況 

名     称 住　　所
資  本  金
又は出資金

主要な事業の
内容 議決権の所有（被所有）割合 関  係  内  容 摘　要

所有割合 被所有割合
（連結子会社） 百万円
日発販売㈱ 東京都江東区 2,040 懸架ばね事業 51.2% － 各種ばねの大部分は当社 （注）

精密部品事業 [ 1.1% ] より、その他は、一部を ３,４,７
その他事業 関係会社より購入している

役員の兼任 ３名
横浜機工㈱ 横浜市金沢区 412 懸架ばね事業 63.0% 各種ばねは、当社が全量を

その他事業 [10.1% ] － 購入している。なお、当社 （注）
より運転資金を借入れてい ４
る
役員の兼任 ３名

日発精密工業㈱ 神奈川県伊勢原市 1,404 精密部品事業 63.1% 部品の一部を当社が購入
[ 3.3% ] － している （注）

役員の兼任 ３名 ４

日発運輸㈱ 横浜市金沢区 120 懸架ばね事業 83.8% 当社及び関係会社の製品の
シート事業 [ 7.5% ] － 大部分を輸送している。
精密部品事業 なお、当社より運転資金を
その他事業 借入れている

役員の兼任 ５名
（うち当社従業員４名）

㈱ﾆｯﾊﾟﾂｻｰﾋﾞｽ 横浜市神奈川区 180 その他事業 当社従業員の保険・旅行
100% － の代理店、その他各種サ

ービスを行っている
役員の兼任 ３名

日本シャフト㈱ 横浜市金沢区 390 その他事業 57.6% 当社より運転資金を借入れ
[33.3%] － ている

役員の兼任 ４名
（うち当社従業員２名）

㈱スミハツ 東京都千代田区 345 懸架ばね事業 49.7% 製品の大部分を当社が購入
[ 2.0%] － している。なお、当社より （注）

運転資金を借入れている ５
役員の兼任 ２名

㈱アイテス 横浜市戸塚区 450 シート事業 製品の大部分を当社が購入
100% － している。なお、当社より

運転資金を借入れている
役員の兼任 ３名

㈱ﾆｯﾊﾟﾂﾊﾟｰｷﾝｸﾞｼｽﾃﾑｽﾞ 神奈川県伊勢原市 50 その他事業 100% 製品の大部分を当社から
－ 購入している

役員の兼任４名
（うち当社従業員３名）

ﾆｭｰﾒｰｻｰﾒﾀﾙｽ社 米国 千ﾄﾞﾙ 懸架ばね事業 ばね製品の開発・製造
オハイオ州 2 100% － 販売の支援
トレド市 役員の兼任 ４名

（うち当社従業員２名）
NHK-ｱｿｼｴｲﾃｯﾄﾞ 米国 千ﾄﾞﾙ 懸架ばね事業 ばね製品の開発・製造
ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ社 ケンタッキー州 11,000 55.0% － 販売の支援

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞｸﾞﾘｰﾝ市 役員の兼任 ４名
（うち当社従業員２名）

ｾﾞﾈﾗﾙｼｰﾃｨﾝｸﾞ ｵﾌﾞ 米国 千ﾄﾞﾙ シート事業 シート製品の開発・製造
ｱﾒﾘｶ社 インディアナ州 1,700 50.0% － 販売の支援

ﾌﾗﾝｸﾌｫｰﾄ市 役員の兼任 ４名
（うち当社従業員２名）

ｾﾞﾈﾗﾙｼｰﾃｨﾝｸﾞ ｵﾌﾞ カナダ 千加ﾄﾞﾙ シート事業 シート製品の開発・製造
ｶﾅﾀﾞ社 オンタリオ州 5,110 50.0% － 販売の支援

ｳｯﾄﾞｽﾄｯｸ市 役員の兼任 １名
NHKｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)社 タイ国 サムト 百万ﾊﾞｰﾂ 懸架ばね事業 ばね製品、シート製品、精

プラカーン県 390 シート事業 93.5% － 密部品の開発・製造・販売
パッパデン郡 精密部品事業 の支援。なお、当社より運
サムロンタイ 転資金を借入れている

役員の兼任 ７名
（うち当社従業員６名）

NHKﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ マレーシア 千Ｍﾄﾞﾙ 精密部品事業 精密部品の開発・製造
(ﾏﾚｰｼｱ)社 ﾇｸﾞﾘｾﾝﾋﾞﾗﾝ州 15,000 100% － 販売の支援

セレンバン 役員の兼任 ３名
（うち当社従業員２名）

（持分法適用関連会社） 百万円
㈱ホリキリ 千葉県八千代市 375 懸架ばね事業 主に部品を当社が購入して

43.5% 0.0% いる
役員の兼任  ２名

髙島屋日発工業㈱ 愛知県豊田市 1,801 シート事業 当社製品の販売及び当社
20.1% 0.0% より部品を購入している

役員の兼任 ３名
タカノ㈱ 長野県上伊那郡 2,015 精密部品事業 13.8% 主に部品を当社が購入して

宮田村 [ 0.1% ] 0.0% いる （注）
役員の兼任 ２名 ４,６

㈱トープラ 神奈川県秦野市 1,838 その他事業 27.4% 主に部品を当社が購入して
[ 5.3% ] 0.1% いる （注）

役員の兼任 ２名 ４
その他  １０社

(注) １．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。
２．「議決権の所有又は被所有割合」欄の[ 内書 ]は間接所有である。
３．特定子会社である。
４．有価証券報告書の提出会社である。
５．持分は１００分の５０以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものである。
６．持分は１００分の２０未満であるが、実質的な影響力を持っているため関連会社としたものである。
７．売上高（連結相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が１０％を超えているが、当該連結子会社
    は、有価証券報告書の提出会社であるため、主要な損益情報等の記載を省略している。

４



５

２ ． 経 営 方 針 

１．経営の基本方針 

 当社は、平成２年度に制定した企業理念を経営の基本方針として、常にお客様に魅力ある商品・

サービスを提供し、健全な成長を図ることにより、お客様、株主の皆様、協力先をはじめ社会か

ら常にベストと認められる企業集団をめざしております。

当社の企業理念 

グローバルな視野に立ち、常に新しい考え方と行動で 

企業の成長をめざすと共に、魅力ある企業集団の実現 

を通じて豊かな社会の発展に貢献する。 

２．利益配分に関する基本方針 

  当社は、株主の皆様への利益配当を最重要事項と認識し、長年にわたり継続して安定的な利益

の還元を実施してまいりました。今後の利益配分につきましても業績と財務体力を勘案しながら、

安定した利益配当を基本としてまいります。 

３．中長期的な会社の経営戦略 

  当社は、自動車部品と情報通信部品の二大事業構造の確立を経営戦略の主眼としております。

自動車部品分野で長年培った「ばねの挙動解析」「金属材料ノウハウ」「金属加工技術」に、情報

通信部品分野での「接合技術」「セラミック加工技術」「薄膜技術」などの新しいコアコンピタン

スを加えた次世代技術を駆使し、自動車および情報通信分野へより多くのキーパーツを提供する

ことをめざしております。

  平成１１年度に策定した長期経営計画「ＶＩＳＩＯＮ２０１０」では、２０１０年度連結売

上高５，０００億円の達成をめざしておりますが、最近の厳しい経営環境に対応するため、２０

０４年度を最終年度とする新３ヵ年中期経営計画を２００２年４月にスタートさせ、グループ一

丸となって「ＶＩＳＩＯＮ２０１０」企業コンセプトの早期実現を目指しております。 

新３ヵ年中期経営計画の重点施策を次の３項目と定め、企業構造改革の推進に努めてまいります。 

① 安定収益を確保する経営体質の強化

② 事業の拡大（重点事業・育成事業への経営資源の選択と集中）

③ ＨＤＤ（ハードディスクドライブ）用部品事業の収益向上

４．会社の対処すべき課題 

（1）お客様満足度の向上

当社の主たる得意先であります自動車業界は、グローバルな規模で、生き残りをかけた技術

開発競争、コスト競争が一段と熾烈になってきています。 

 また、一方の主要な得意先であります情報通信機器業界においてもＩＴバブル崩壊後、新たな

技術開発と価格競争が更に激化しています。 

 このような厳しい環境下にあって、当社が競争に勝ち抜くために、世界トップレベルの品質を

持った商品・サービスの提供とともに、変化に機敏に対応できる「スピード経営」の実践により

お客様の満足度の向上に努めております。 



６

（2）高コスト企業体質の打破

コスト競争にうち勝ち、安定収益を確保するためには、開発・製造・管理・販売の各部門にお

けるコスト低減が重要な課題となっています。新３ヵ年中期経営計画においては、3 ヵ年で総コ

スト１０％削減を目標として全社一丸となった取り組みを行ってまいります。

具体的には、次の二つを重点として取り組んでおります。

① 集中購買の推進、ＩＴ活用による競争購買の強化、グローバル調達の促進などによる購入品

費の削減

② 生産性向上活動、全社組織・機能の変革、間接部門の業務改善、人事制度の運用強化などに

よる総人件費の削減

（3）新事業・新製品を生み出す体制と仕組みの確立

「ＶＩＳＩＯＮ２０１０」の早期実現のためには、当社が長年培ってきた技術に新しいコ

ア技術を加えた新技術の確立を図り、市場ニーズにいち早く応える新事業・新製品の創出が

必要となります。

 現在育ちつつある有望な新製品と次世代新製品の開発・市場投入のスピードを更に加速するた

めに、経営資源の「選択と集中」による戦略的な投入が図れる体制を構築してまいります。 

（4）労働災害の撲滅と地球環境への積極的な取り組み

明るく健康で安全な職場が企業活力の根幹であるという認識に立ち、全社をあげてルールの

確認と、基本に忠実な行動の徹底により労働災害の撲滅に努めるとともに、従業員の健康づくり

を積極的に推進しております。 

 また、地球環境の維持・改善は、２１世紀の世界共通のテーマであり、当社においても重要課

題の一つとして積極的に推進しております。 

以上 
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３．経 営 成 績 

１．当中間期の概況 

（ ）業績全般の概況

当中間期のわが国経済は、前半は輸出主導による回復の兆しも見られましたが、後半

に入り世界同時株安、不良債権問題等による先行き不安から設備投資や個人消費が低迷

し、景気の本格的な回復には程遠い状況が続きました。 

 当社の主要な得意先であります自動車産業は、景気低迷の影響を受け、国内販売は、 
2,780千台で前年同期比0.8％の減少となりました。一方、完成車輸出は、米国市場におけ

る販売の好調等の影響により2,356千台で前年同期比13.1％増となりました。この結果、

当中間期における国内の生産台数は、4,991千台で前年同期比4.7％増となりました。 

 また、当社の一方の主たる得意先であります情報機器関連産業は、一部には需要回復

の兆しも見られましたが、全般的には昨年度から続く需要停滞の影響を受け厳しい事業

環境で推移しました。 

 このような状況の中で、当社は活発な営業活動を展開した結果、国内自動車生産台数

の増加もあり、売上高は121,390百万円で前年同期比3.0％の増収となりました。また、収

益面では売上高の増加に加え、徹底した原価低減活動の効果により、営業利益は4,161百

万円で前年同期比103.8％の増益、経常利益も3,445百万円で前年同期比132.2％の増益と

なりました。この結果、当期純利益は1,853百万円で前年同期比9.0倍と大幅な増益となり

ました。 

①事業部門別の概況 

国内においては、自動車生産台数の増加により、売上高は前年と比べ増加しました。海外におい

ても、北米及びアジア向けの受注拡大により売上高は順調に推移しましたが、客先への価格協

力、新規製品の立ち上がり時の費用増等の影響を受けました。売上高は、31,549百万円で前年

同期比6.7%の増収、営業利益は、1,369百万円で前年同期比15.9%の増益となりました。 

海外においては、米国での受注が落ち込みましたが、国内での好調な自動車生産台数に支え

られ、売上高は37,482百万円で前年同期比1.3%の増収となりました、また、原価低減も寄与した結

果、営業利益は1,368百万円となり、前年同期比42.3%の増益となりました。 

７ 

（ ）セグメント別の概況

［ 懸架ばね部門］

［ シート部門］
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主力とするＨＤＤ用部品はＩＴ不況の影響を受け米国内の受注が落ち込みました

が、アジアでの販売が好調に推移した結果、売上高は38,070百万円で前期同期比3.1%

の増収、営業利益は、1,074百万円と前年同期比1,168百万円の増益となりました。

ゴルフシャフトの売上高が増加しましたが、駐車装置の売上減などにより、売上高

は、 14,288百万円で前年同期比0.5%の減収となりました。ゴルフシャフトの売上増

及び駐車装置の原価低減の推進などにより、営業利益は349百万円と前年同期比355百

万円の増益となりました。 

②所在地別の概況 

世界的なＩＴ不況の影響により精密部品の売上が大きく落ち込みましたが、自動車

生産台数が前年同期比で増加したため、売上高は96,855百万円で前年同期比2.4%の増

収、営業利益は2,542百万円で前年同期比339.0%の大幅な増益となりました。 

米国において受注量が縮小し、売上高は20,258百万円で前年同期比2.9%の減収、営

業利益は、572百万円で前年同期比44.6%の減益となりました。

精密部品が好調だったため、売上高は7,413百万円で前年同期比29.0%の増収、営業

利益は1,046百万円と前年同期比143.9％の増益となりました。 

当中間期における現金及び現金同等物は、平成14年３月末に比べ8,196百万円減少し

11,927百万円となりました。この減少の主な要因は、前期末が休日のため仕入れ債務の支

払いが当上期に約5,000百万円ずれていることによるものです。 

営業活動によるキャッシュ・フローは8,380百万円と前期同期比23.3％の増加となりまし

た。これは主に経常利益の増加や法人税の支払額の減少等によるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは13,018百万円と前年同期比で3,196百万円の支出

の増加となりました。これは、ＨＤＤ(ハードディスクドライブ)用部品事業におけるロイヤル

ティの一括支払い、及び中国新会社への出資等によるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは3,532百万円と前年同期比で4,338百万円支出が増加

しました。これは、借入金の約定返済やグループ会社内の資金効率化による借入金の減少

等によるものです。 

８ 

［ 精密部品部門］

［ その他部門］

［ 日本］

［ 北米］

［ アジア］

（３）キャッシュ・フローの状況



                                                                     ニッパツ 
２．通期の見通し 

 当下半期につきましては、不良債権処理等ますます不透明感が増す状況の中、米国景気

停滞の長期化も懸念され、当面の経済環境は厳しい状況が継続すると予想されます。このよ

うな状況の中、当社は中期経営計画の達成を目指して一層の経営効率化に努める所存であ

ります。 

 なお、平成15年3月期の業績予想につきましては、売上高246,000百万円で前期比1.3%の

増収、経常利益は6,800百万円で前期比17.8%の増益、当期純利益は3,600百万円で前期比

38.0%の増益を予定しております。 
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４．連結財務諸表等

（１）連 結 貸 借 対 照 表 

（単位：百万円)

当中間連結会計期間末 前連結会計年度 前中間連結会計期間末

平成14年9月30日 平成14年3月31日 平成13年9月30日

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 金　　額 構成比

資 産 の 部 244,671 100.0 256,151 100.0 △11,480 255,316 100.0

Ⅰ 流  動  資  産 96,364 39.4 108,387 42.3 △12,023 109,360 42.8

現 金 及 び 預 金 12,111 20,219 △8,108 21,221

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 51,019 58,602 △7,583 57,008

有 価 証 券 - 20 △20 1,020

た な 卸 資 産 21,384 20,668 715 20,314

繰 延 税 金 資 産 2,530 2,035 494 2,160

そ の 他 9,637 7,148 2,489 7,824

貸 倒 引 当 金 △318 △308 △9 △190

Ⅱ 固  定  資  産 148,307 60.6 147,764 57.7 542 145,955 57.2

98,572 40.3 101,443 39.6 △2,871 101,082 39.6

建 物 及 び 構 築 物 37,477 38,804 △1,326 37,183

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 29,835 31,982 △2,146 30,805

土 地 23,426 23,492 △65 22,899

建 設 仮 勘 定 3,987 2,996 991 5,981

そ の 他 3,843 4,168 △324 4,211

1,193 0.5 1,244 0.5 △50 1,139 0.4

連 結 調 整 勘 定 8 15 △6 24

そ の 他 1,185 1,229 △44 1,114

48,540 19.9 45,075 17.6 3,465 43,734 17.2

投 資 有 価 証 券 38,970 38,203 766 36,283

長 期 貸 付 金 1,264 1,357 △92 2,614

繰 延 税 金 資 産 4,071 2,717 1,354 3,278

そ の 他 4,478 3,005 1,473 3,056

貸 倒 引 当 金 △244 △207 △37 △1,498

合       計 244,671 100.0 256,151 100.0 △11,480 255,316 100.0

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

科    目
増  減

１０
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（単位：百万円)
当中間連結会計期間末 前連結会計年度 前中間連結会計期間末

平成14年9月30日 平成14年3月31日 平成13年9月30日

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 金　　額 構成比

負 債 の 部 161,744 66.1 172,288 67.3 △10,544 175,161 68.6

Ⅰ 流  動  負  債 109,905 44.9 114,721 44.8 △4,815 110,359 43.2

支払手形及び買掛金 44,397 51,503 △7,105 49,872

短 期 借 入 金 39,650 40,660 △1,009 42,837

一 年 内 償 還 社 債 9,300 5,300 4,000 200

未 払 法 人 税 等 2,380 859 1,520 1,361

未 払 費 用 10,320 10,810 △489 10,668

設 備 支 払 手 形 1,355 2,145 △789 2,514

繰 延 税 金 負 債 7 14 △7 14

そ の 他 2,492 3,427 △935 2,889

Ⅱ 固  定  負  債 51,838 21.2 57,566 22.5 △5,728 64,802 25.4

社 債 4,400 8,400 △4,000 13,700

長 期 借 入 金 23,790 25,713 △1,923 27,939

退 職 給 付 引 当 金 19,946 19,874 72 19,785

役員退職慰労引当金 1,115 1,049 66 927

繰 延 税 金 負 債 2,546 2,493 52 2,369

そ の 他 38 35 3 79

7,604 3.1 8,097 3.2 △492 7,607 3.0

資 本 の 部 - - 75,766 29.6 △75,766 72,547 28.4

Ⅰ 資 本 金 - - 17,009 6.6 △17,009 17,009 6.7

Ⅱ 資 本 準 備 金 - - 16,942 6.6 △16,942 16,942 6.6

Ⅲ 再 評 価 差 額 金 - - 39 0.0 △39 39 0.0

Ⅳ 連 結 剰 余 金 - - 38,599 15.1 △38,599 36,927 14.5

Ⅴ その他有価証券評価差額金 - - 4,294 1.7 △4,294 3,635 1.4

Ⅵ 為 替 換 算 調 整 勘 定 - - △1,114 △0.4 1,114 △2,006 △0.8

Ⅶ 自 己 株 式 - - △4 △0.0 4 △0 △0.0

資 本 の 部 75,323 30.8 - - 75,323 - -

Ⅰ 資 本 金 17,009 7.0 - - 17,009 - -

Ⅱ 資 本 剰 余 金 16,942 6.9 - - 16,942 - -

Ⅲ 利 益 剰 余 金 39,626 16.2 - - 39,626 - -

Ⅳ 土 地 再 評 価 差 額 金 39 0.0 - - 39 - -

Ⅴ その他有価証券評価差額金 3,840 1.6 - - 3,840 - -

Ⅵ 為 替 換 算 調 整 勘 定 △2,059 △0.8 - - △2,059 - -

Ⅶ 自 己 株 式 △75 △0.0 - - △75 - -

合       計 244,671 100.0 256,151 100.0 △11,480 255,316 100.0

科    目

少 数 株 主 持 分

増  減

１１



ニッパツ

（２）連 結 損 益 計 算 書 

（単位：百万円)

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自 平成 14年 4月  1日 自 平成 13年 4月  1日 自 平成 13年 4月  1日
至 平成 14年 9月 30日 至 平成 13年 9月 30日 至 平成 14年 3月 31日

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

Ⅰ 121,390 100.0 117,851 100.0 3,539 242,746 100.0

Ⅱ 102,719 84.6 101,588 86.2 1,130 207,262 85.4

18,671 15.4 16,262 13.8 2,409 35,484 14.6

Ⅲ 14,509 12.0 14,219 12.1 289 29,158 12.0

4,161 3.4 2,042 1.7 2,119 6,326 2.6

Ⅳ 1,521 1.2 1,197 1.0 324 2,507 1.0

受 取 利 息 54 69 △15 138

受 取 配 当 金 158 216 △58 260

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 679 440 238 998

不 動 産 賃 貸 収 入 415 340 74 729

為 替 差 益 - - - 18

そ の 他 214 130 84 362

Ⅴ 2,238 1.8 1,756 1.5 481 3,062 1.3

支 払 利 息 793 940 △147 1,644

固 定 資 産 除 却 損 443 212 231 301

為 替 差 損 285 56 228 -

そ の 他 716 546 170 1,115

3,445 2.8 1,484 1.3 1,961 5,771 2.4

Ⅵ 99 0.1 144 0.1 △44 1,107 0.5

固 定 資 産 売 却 益 44 - 44 480

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0 - - 445

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 55 144 △88 -

そ の 他 - - - 181

Ⅶ 190 0.1 407 0.3 △217 2,443 1.0

固 定 資 産 除 却 損 46 65 △19 1,217

投 資 有 価 証 券 売 却 損 - 50 △50 60

投 資 有 価 証 券 評 価 損 20 225 △204 488

棚 卸 資 産 除 却 損 104 - 104 -

そ の 他 18 65 △47 676

3,355 2.8 1,220 1.0 2,134 4,436 1.8

2,811 2.4 1,722 1.5 1,088 1,881 0.8

△1,589 △1.3 △971 △0.8 △617 △675 △0.3

278 0.2 264 - 14 622 0.3

1,853 1.5 204 0.2 1,648 2,609 1.1

増   減科    目科    目

税金等調整前中間(当期)純利益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

少 数 株 主 利 益

法 人 税 等 調 整 額

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

１２
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（３）連 結 剰 余 金 計 算 書 

（単位：百万円)
科　　　　目 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

　自 平成 14年 4月  1日 自 平成 13年 4月  1日 自 平成 13年 4月  1日

　至 平成 14年 9月 30日 至 平成 13年 9月 30日 至 平成 14年 3月 31日

Ⅰ ( -                ) ( 37,631           ) ( 37,631           )

-                37,631           37,631           

Ⅱ ( -                ) ( 909              ) ( 1,641            )

-                732              1,464            

-                108              108              

-                69               69               

Ⅲ ( -                ) ( 204              ) ( 2,609            )

Ⅳ ( -                ) ( 36,927           ) ( 38,599           )

（資本剰余金の部）

Ⅰ ( 16,942           ) ( -                 ) ( -                  )

１．資 本 準 備 金 期 首 残 高 16,942           -                 -                  

Ⅱ ( 16,942           ) ( -                 ) ( -                  )

（利益剰余金の部）

Ⅰ ( 38,599           ) ( -                 ) ( -                  )

38,599           -                 -                  

Ⅱ ( 1,853            ) ( -                 ) ( -                  )

１．中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 1,853            -                 -                  

Ⅲ ( 826              ) ( -                 ) ( -                  )

１．配 当 金 732              -                 -                  

２．役 員 賞 与 金 94               -                 -                  

Ⅳ ( 39,626           ) ( -                 ) ( -                  )

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利益剰余金中間期末（期末）残高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資本剰余金中間期末(期末)残高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

役 員 賞 与 金

連結子会社増加に伴う剰余金減少高

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

連結剰余金中間期末（期末）残高

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

配 当 金
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円）
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日 増    減 自 平成13年4月 1日
至 平成14年9月30日 至 平成13年9月30日 至 平成14年3月31日

金　　　額 金　　　額 金　　　額 金　　　額
Ⅰ 営業活動によるキャッシュフロー

税金等調整前中間（当期）純利益 3,355        1,220        2,134       4,436        
減価償却費 6,655        6,834        △179       14,377       
退職給付引当金増減額 158          △85         243         △76         
退職給付信託設定益 －　          －　          －　         －　          
退職給付信託設定による退職給付会計基準変更時
差異 －　          －　          －　         －　          

受取利息及び受取配当金 △212        △286        73          △399        
支払利息 793          940          △147       1,644        
為替差損益 117          19           97          △67         
持分法による投資利益 △679        △440        △238       △998        
有形固定資産売却益 △44         △14         △29        △480        
有形固定資産除売却損 490          279          210         1,518        
有価証券売却損益 －　          50           △51        △384        
投資有価証券評価損 20           225          △204       488          
売上債権の増減額 7,114        14,598       △7,483     13,326       
棚卸資産の増減額 △973        △1,476      502         △1,587      
仕入債務の増減額 △6,629      △12,213     5,583       △10,970     
その他 △624        △513        △110       △286        
　　小　　　計 9,540        9,139        401         20,539       
利息及び配当金の受取額 719          1,013        △294       1,434        
利息の支払額 △829        △936        106         △1,642      
法人税等の支払額 △1,049      △2,422      1,373       △3,292      

営業活動によるキャッシュフロー 8,380        6,794        1,586       17,040       

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の増減額 △88         －　          △88        △55         
有価証券の取得による支出 △130        △984        854         △1,044      
有価証券の売却による収入 150          651          △500       1,211        
有形固定資産の取得による支出 △7,026      △7,062      36          △16,874     
有形固定資産の売却による収入 178          41           136         1,314        
投資有価証券の取得による支出 △1,538      △431        △1,107     △994        
投資有価証券の売却による収入 104          239          △134       1,069        
貸付けによる支出 △15,181     △2,868      △12,312    △4,431      
貸付金の回収による収入 12,132       877          11,255      4,208        
その他 △1,621      △284        △1,337     △557        

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,018     △9,821      △3,196     △16,153     

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入れによる収入 6,171        11,443       △5,271     10,873       
短期借入金の返済による支出 △6,514      △8,768      2,253       △12,524     
長期借入れによる収入 1,486        2,180        △693       5,420        
長期借入金の返済による支出 △3,371      △2,771      △600       △6,645      
社債の償還による支出 －　          －　          －　         △200        
株式の発行による収入 2            －　          2           －　          
配当金の支払額 △732        △732        －　         △1,464      
少数株主への配当金支払額 △574        △545        △29        △551        

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,532      805          △4,338     △5,090      

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △25         35           △60        491          
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（又は減少額） △8,195      △2,186      △6,008     △3,712      
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 20,123       23,740       △3,616     23,740       
Ⅶ 新規連結による現金及び現金同等物増加額 －　          95           △95        95           
Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 11,927       21,649       △9,721     20,123       

注．連結貸借対照表上の現金及び預金勘定期末残高と連結キャッシュ・フロー
    計算書上の現金及び現金同等物との調整

現金及び預金勘定 12,111       21,221       △9,110     20,219       
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △183        △72         △111       △95         
有価証券及びその他流動資産勘定に含まれる短期投資 －　          499          △499       －　          
現金及び現金同等物 11,927       21,649       △9,721     20,123       

科　　　　　　　　目
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連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

１.連結の範囲に関する事項
（イ）連結子会社の数    １５社

（会社名）
横浜機工(株)、(株)スミハツ、(株)アイテス、日発精密工業（株）、日発販売（株） 、
日発運輸(株)、 (株)ニッパツサービス、日本シャフト（株）、(株)ニッパツパーキングシステムズ、
ＮＨＫスプリング(タイランド)社 、ニューメーサーメタルス社 、ＮＨＫ－アソシエイテッド
スプリング社 、ゼネラルシーティングオブアメリカ社 、ゼネラルシーティングオブカナダ社、
ＮＨＫマニュファクチャリング(マレーシア)社

（ロ）非連結子会社  ２２社
（主要な非連結子会社名)

東北日発（株）、アヤセ精密（株）、（株）ジー・エル・ジー

（連結の範囲から除外した理由）
　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益
（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）はいずれも連結財務諸表に重要な影響
を及ぼしていないためであります。

２.持分法の適用に関する事項
（イ）持分法適用の非連結子会社　３社

（会社名）
東北日発（株）、アヤセ精密（株）、（株）ジー・エル・ジー

（ロ）持分法適用の関連会社　１４社
（主要な会社名）

(株)ホリキリ、高島屋日発工業（株）、（株）スニック、(株)シンダイ、タカノ（株）、
(株)トープラ、日本パワーファスニング（株）、日本ガスケット(株)、日発テレフレックスモース(株)

（ハ）持分法を適用していない非連結子会社（１９社）及び関連会社（１４社）
（主要な会社名）

（株）ニッパツアメニテイ

（持分法の適用から除外した理由）
　持分法非適用会社は連結純損益及び連結利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり
重要性がないため持分法を適用しておりません。

（ニ）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の
  事業年度に係る財務諸表を使用しております。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
　連結子会社のうち、ニューメーサーメタルス社、ＮＨＫ－アソシエイテッドスプリング社、
ゼネラルシーティングオブアメリカ社、ゼネラルシーティングオブカナダ社、ＮＨＫスプリング
(タイランド)社、ＮＨＫマニュファクチャリング(マレーシア)社の決算日は6月30日であり、
連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた
重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４.会計処理基準に関する事項
（イ）資産の評価基準及び評価方法

①たな卸資産
主として総平均法による原価法

②有価証券
　その他有価証券
　　時価のあるもの
　　　　決算末日の市場価格等に基づく時価法
　　　　なお、評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
　　　　算定しております。
　　時価のないもの
　　　　主として移動平均法による原価法

③デリバティブ
時価法

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却方法
①有形固定資産

主として定率法を採用しております。
ただし、親会社の本社の建物及び構築物については定額法を採用しております。
また、親会社及び国内連結子会社については、平成10年 4月 1日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）については定額法を採用しております。
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②無形固定資産
主として定額法を採用している。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法を採用しております。

（ハ）重要な引当金の計上方法
①退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産
に基づき、当連結会計年度末に発生している額を計上しております。
なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10～15年）
による定額法により費用処理することとしております。
また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(10～16年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
することとしております。

②役員退職慰労金
親会社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に
基づく期末要支給額を計上しております。

③貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

（二）重要なリース取引の会計処理
リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引
については、通常の賃貸借契約に係る方法に準じた会計処理によっております。

（ホ）重要なヘッジ会計の方法
（１）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約（一部の通貨オプションを含む）及び
通貨スワップについては振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を､金利スワップ
については特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ヘッジ対象
為替予約 外貨建予定取引
通貨スワップ 外貨建借入金
金利スワップ 借入金

（３）ヘッジ方針
当社グループの内部規程である「リスク管理規程」に基づき、為替変動リスク及び金利変動
リスクをヘッジするために行なうことを原則としております。
なお、主要なリスクである外貨建売掛債権の為替変動リスクに関しては、リスクを回避する
目的で包括的な為替予約を行なっており、為替予約取引は通常の外貨建営業取引に係る
輸出実績等をふまえ、成約高の範囲内で実施しております。

（４）ヘッジ有効性評価の方法
為替予約取引及び通貨スワップ取引については為替予約等の契約締結時に内部規程である
「リスク管理規程」に従っていることを確認することで、有効性評価の方法としております。
また金利スワップのうち特例処理の要件を満たすものについては、金融商品に係る会計基準
に基づき有効性評価を省略しております。

（へ）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　連結キャッシュフロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時
引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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追加情報
（自己株式及び法定準備金取崩等会計）

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 前中間連結会計期間末
（平成14年9月30日現在） （平成14年3月31日現在） （平成13年9月30日現在）

─── ───

注記事項
（中間連結貸借対照表関係）

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 前中間連結会計期間末
（平成14年9月30日現在） （平成14年3月31日現在） （平成13年9月30日現在）

　１．有形固定資産減価償却累計額   １４６,７３５ 百万円 １４５,４９０  百万円   １４１,０４６ 百万円

　２．担保資産及び担保付債務
　　(１）担保資産
　　　　現 金 及び 預 金   ７０ 百万円 ７０  百万円   ７０ 百万円
　　　　建　　　　　　物 １５,３０３   〃　 １５,７４９　　〃　 １６,４０６   〃　
　　　　機　 械　装 　置 　　２,９０５   〃　 ３,２０１　　〃　 　　２,５６４   〃　
　　　　土　　　　　　地 　９,６８１ 　〃　 ９,６８１　　〃　 　９,７０４ 　〃　
　　　　投  資  有価証券 　４,２６８　 〃　 ４,７４７　　〃　 　３,９５２　 〃　

　　(２）担保付債務
　　　　その他  流動負債   ７５ 百万円 　７５  百万円   １１４ 百万円
　　　　社　　  　　　債 　　７００   〃　 ７００　　〃　 　　９００   〃　
　     　（うち１年内償還分） （ 　　３００   〃　 ） （　 ３００　　〃　 ） （ 　　２００   〃　 ）
　　　　短 期   借 入 金 　　２４０   〃　 ７１５　　〃　 　　７６０   〃　
　　　　長 期   借 入 金 　　２６,１１９   〃　 ２８,３２６　　〃　 　　３０,２５９   〃　
　     　（うち１年内返済分）　     　（　５,７３０   〃　 ）　     　（５,７５０　　〃　 ）　     　（　４,６０３   〃　 ）

　３．保証債務

  　　　関    係 　 会    社   ２,４０１ 百万円 ２,７５４  百万円   ４,０８０ 百万円
　　　　日本発条（株）従業員 　　　９７３ 　〃　 １,０６８　　〃　 　１,２２６ 　〃　
　　　　　     　合   計 　３,３７５   〃　 ３,８２２　　〃　 　５,３０６   〃　

　４．受取手形割引高   　　　７９ 百万円 ２９４  百万円   ４６９ 百万円

（中間連結損益計算書関係）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
自 平成14年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日
至 平成14年 9月30日 至 平成13年 9月30日 至 平成14年 3月31日

　１．販売費及び一般管理費
　　　のうち主要な費目及び金額

　　　荷造運送費   ２,２３２  百万円   ２,３５８  百万円 ４,１２９  百万円
　　　給料・手当・賞与 ４,８４７　　〃　 ５,０２３　　〃　 ９,８３８　　〃　
　　　退職給付費用 ６０８　　〃　 ６５５　　〃　 １,３９３　　〃　
　　　役員退職慰労引当金繰入額 １１１　　〃　 １５１　　〃　 ２４３　　〃　
　　　減価償却費 ５８６　　〃　 ５７９　　〃　 １,１９２　　〃　

　当中間会計期間から「自己株
式及び法定準備金の取崩等に
関する会計基準」（企業会計基
準第１号）を適用しております。
この変更に伴う損益に与える
影響は、軽微であります。
　なお、中間連結財務諸表規
則の改正により、当中間連結
会計期間における中間連結貸
借対照表の資本の部及び中間
連結剰余金計算書について
は、改正後の中間連結財務諸
表規則により作成しておりま
す。
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①セグメント情報

（１）事業の種類別セグメント
（単位：百万円)

   　　自 平成 14年 4月  1日 
   　　至 平成 14年 9月 30日 

懸 架
ば ね

シート 精 密
部 品

その他 合  計 消去又は全
社

連  結

Ⅰ. 売 上 高
(1) 外部顧客に対する

売 上 高
31,549 37,482 38,070 14,288 121,390 － 121,390 

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － (   －) － 

計 31,549 37,482 38,070 14,288 121,390 － 121,390 
Ⅱ. 営 業 費 用 30,180 36,113 36,996 13,938 117,229 (   －) 117,229 

営 業 利 益 1,369 1,368 1,074 349 4,161 (   －) 4,161 

（単位：百万円)
   　　自 平成 13年 4月  1日 
   　　至 平成 13年 9月 30日 

懸 架
ば ね

シート 精 密
部 品

その他 合  計 消去又は全
社

連  結

Ⅰ. 売 上 高
(1) 外部顧客に対する

売 上 高
29,581 36,985 36,925 14,359 117,851 － 117,851 

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － (   －) － 

計 29,581 36,985 36,925 14,359 117,851 － 117,851 
Ⅱ. 営 業 費 用 28,400 36,023 37,019 14,365 115,808 (   －) 115,808 

営 業 利 益 1,180 962 △94 △6 2,042 (   －) 2,042 

（単位：百万円)

   　　自 平成 13年 4月  1日 
   　　至 平成 14年 3月 31日 

懸 架
ば ね

シート 精 密
部 品

その他 合  計 消去又は全
社

連  結

Ⅰ. 売 上 高
(1) 外部顧客に対する

売 上 高
59,591 73,247 77,403 32,504 242,746 － 242,746 

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － (   －) － 

計 59,591 73,247 77,403 32,504 242,746 － 242,746 
Ⅱ. 営 業 費 用 57,141 71,103 76,408 31,767 236,420 (   －) 236,420 

営 業 利 益 2,449 2,144 995 736 6,326 (   －) 6,326 

（注）事業区分の主要製品

主  要  製  品

 板ばね、巻ばね、スタビライザ、ト－ションバ－、

懸　　架　　ば　　ね  スタビライザリンク、 ラジアスロッド、アキュムレータ、ガススプリング、

 サスペンションアーム、その他

 自動車用シート、シート用機構部品（リクライニング、安全部品）及び

 内装品（サンシェード、トノカバー）、その他

 ＨＤＤ用部品（サスペンション及び機構部品）、線ばね、薄板ばね、

精    密    部   品  液晶・半導体検査用ﾌﾟﾛｰﾌﾞﾕﾆｯﾄ、情報ｾｷｭﾘﾃｨｼｽﾃﾑ、カードリーダライタ、

 偽造防止システム、プリント配線板、精密加工品、ろう付製品、その他

そ       の       他  配管支持装置、駐車装置、ポリウレタン製品、照明器具、その他

シ　 　　ー　　　 ト

( )前 連 結 会 計 年 度

当 中 間 連 結 会 計 期 間

前 中 間 連 結 会 計 期 間
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（２）所在地別セグメント情報
  （単位：百万円)

    自 平成 14年 4月  1日 
    至 平成 14年 9月 30日 

日本 北米 アジア 計 消 去又は
全 社 連  結

Ⅰ. 売 上 高
(1) 外部顧客に対する

売 上 高 93,779 20,258 7,352 121,390 － 121,390

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 3,075 － 60 3,136 (3,136) －

計 96,855 20,258 7,413 124,527 (3,136) 121,390
Ⅱ. 営 業 費 用 94,312 19,686 6,367 120,365 (3,136) 117,229

営 業 利 益 2,542 572 1,046 4,161 － 4,161

  （単位：百万円)
    自 平成 13年 4月  1日 
    至 平成 13年 9月 30日 

日本 北米 アジア 計 消 去又は
全 社 連  結

Ⅰ. 売 上 高
(1) 外部顧客に対する

売 上 高 91,319 20,853 5,678 117,851 － 117,851

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 3,226 1 70 3,297 (3,297) －

計 94,545 20,854 5,748 121,148 (3,297) 117,851
Ⅱ. 営 業 費 用 93,966 19,820 5,319 119,100 (3,297) 115,808

営 業 利 益 579 1,034 428 2,042 － 2,042

  （単位：百万円)

    自 平成 13年 4月  1日 
    至 平成 14年 3月 31日 

日本 北米 アジア 計 消 去又は
全 社 連  結

Ⅰ. 売 上 高
(1) 外部顧客に対する

売 上 高 191,539 39,067 12,140 242,746 － 242,746

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 6,296 2 146 6,445 (6,445) －

計 197,835 39,069 12,287 249,192 (6,445) 242,746
Ⅱ. 営 業 費 用 194,045 37,687 11,134 242,866 (6,445) 236,420

営 業 利 益 3,790 1,382 1,153 6,326 － 6,326

( )前 連 結 会 計 年 度

( )当 中 間 連 結 会 計 期 間

( )前 中 間 連 結 会 計 期 間
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（３）海外売上高
  （単位：百万円)

          自 平成 14年 4月  1日
          至 平成 14年 9月 30日

北米 アジア その他 計
海 外 売 上 高 20,399 16,936 495 37,830 
連 結 売 上 高 121,390 
連結売上高に占める
海 外 売 上 高 の 割 合 16.8% 14.0% 0.4% 31.2% 

  （単位：百万円)
          自 平成 13年 4月  1日
          至 平成 13年 9月 30日

北米 アジア その他 計
海 外 売 上 高 21,385 14,981 544 36,911 
連 結 売 上 高 117,851 
連結売上高に占める
海 外 売 上 高 の 割 合 18.1% 12.7% 0.5% 31.3% 

  （単位：百万円)
          自 平成 13年 4月  1日
          至 平成 14年 3月 31日

北米 アジア その他 計
海 外 売 上 高 40,372 32,836 859 74,068 
連 結 売 上 高 242,746 
連結売上高に占める海
外 売 上 高 の 割 合 16.6% 13.5% 0.4% 30.5% 

( )当中間連結会計期

( )前連結会計年度

前中間連結会計期 ( )
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②リ－ス取引
            （単位：百万円）

１．リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認め
　　られるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累
　　　計額相当額及び期末残高相当額

       機械装置及び運搬具
　　　　　取　得　価　額　相　当　額 3,687           4,812           4,358           
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 2,858           3,415           3,272           
　　　　　期　末　残　高　相　当　額 829             1,397           1,085           

       その他
　　　　　取　得　価　額　相　当　額 3,502           3,686           3,623           
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 1,859           1,924           1,977           
　　　　　期　末　残　高　相　当　額 1,642           1,761           1,645           

       合　　計
　　　　　取　得　価　額　相　当　額 7,190           8,498           7,982           
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 4,718           5,339           5,250           
　　　　　期　末　残　高　相　当　額 2,472           3,159           2,731           

（２）未経過リ－ス料期末残高相当額

1,173           1,461           1,296           

1,378           1,914           1,577           

2,552           3,376           2,873           

（３）当期の支払リ－ス料、減価償却費相当額、
　　　及び支払利息相当額

　　　　支　払　リ　ー　ス　料 769             901             1,704           
　　　　減 価 償 却 費 相 当 額 679             795             1,506           
　　　　支 払 利 息 相 当 額 41              70              124             

（４）・減価償却費相当額の算定方法 リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっている。

　　　・支払利息相当額の算定方法 リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との
差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっている。

２．オペレ－ティング・リ－ス取引未経過リース料

69              44              65              

60              44              62              

129             89              127             

前中間連結会計期間
自 平成13年4月 1日
至 平成13年9月30日

前連結会計年度
自 平成13年4月 1日
至 平成14年3月31日

当中間連結会計期間
自 平成14年4月 1日
至 平成14年9月30日

１ 年 内
１ 年 超

合 計

１ 年 内
１ 年 超

合 計

期 間 
項 目 

２１



ニッパツ
③有価証券

　１．売買目的有価証券
該当事項はありません

　２．満期保有目的債券で時価のあるもの
該当事項はありません

　３．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円）
当中間連結会計期間 前連結会計年度末 前中間連結会計期間

（平成14年9月30日現在） （平成14年3月31日現在） （平成13年9月30日現在）

取得価額

中間連結
貸借対照
表計上額 差　額 取得価額

連　　結
貸借対照
表計上額 差　額 取得価額

中間連結
貸借対照
表計上額 差　額

①　株　　　式 7,685 14,250 6,564 7,530 14,568 7,037 7,671 13,976 6,305
②　債　　　券 - -

国債・地方債等 - - - - -
社　　　債 - - - - -
そ　の　他 - - - - -

③　そ　の　他 518 410 △107 518 492 △25 623 459 △163
合計 8,203 14,660 6,457 8,048 15,060 7,011 8,294 14,436 6,141

４．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
(単位：百万円）

当中間連結会計期間 前連結会計年度末 前中間連結会計年度末
（平成14年9月30日現在） （平成14年3月31日現在） （平成13年9月30日現在）

①非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,774 752 722
②非上場社債 49 53 191
③ﾏﾈ-・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ - 20 520
④ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ - - 499

1,823 826 1,934

（注）当中間期において、その他有価証券について24百万円（時価のある株式4百万円、時価評価されていない株式20百万円）減損
処理を行っております。
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④デリバティブ取引

（単位：百万円）

当中間連結会計期間 前連結会計年度 前中間連結会計期間

対象物
の種類 種 類 平成１４年９月３０日現在 平成１４年３月３１日現在 平成１３年９月３０日現在

契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益

通貨 通 貨 ス ワ ッ プ 取 引 1,989   2       2       2,429   △101   △101   2,290   71     71     

金利 金 利 ス ワ ッ プ 取 引 2,586   △8     △8     659     △27    △27    624     △20   △20   

合計 4,575   △6     △6     3,088   △129   △129   2,914   50     50     

（注）
　　１．時価の算定方法は、金利スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。
　　２．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。
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５．生産、受注及び販売の状況

  ①生産実績
　　当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで
　　あります。

（単位：百万円）

　（注） １．上記、生産実績は、製造会社における生産実績を販売価額により表示
　　しております。
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

  ②受注状況
　　当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで
　　あります。

　（単位：百万円）

  ③販売実績
　　当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで
　　　あります。

（単位：百万円）

　（注） １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
自 平成14年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日
至 平成14年 9月30日 至 平成13年 9月30日 至 平成14年 3月31日

懸 架 ば ね 31,549 29,581 6.7 59,591

シ ー ト 37,482 36,985 1.3 73,247

精 密 部 品 38,070 36,925 3.1 77,403
そ の 他 14,288 14,359 △0.5 32,504

合　　　　計 121,390 117,851 3.0 242,746

事 業 の 種 類 別
セグメントの名称

前 年
同期比(%)

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
自 平成14年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日
至 平成14年 9月30日 至 平成13年 9月30日 至 平成14年 3月31日

懸 架 ば ね 27,658 25,903 52,597

シ ー ト 35,295 35,776 70,464

精 密 部 品 25,736 24,611 50,620
そ の 他 5,976 6,364 12,533

合　　　　計 94,667 92,656 186,216

事 業 の 種 類 別
セグメントの名称

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
自 平成14年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日
至 平成14年 9月30日 至 平成13年 9月30日 至 平成14年 3月31日

受  注  高 受 注 残 高 受  注  高 受 注 残 高 受  注  高 受 注 残 高
懸 架 ば ね 27,842 13,119 27,423 13,334 55,027 13,783

シ ー ト 38,213 17,854 35,436 16,899 71,222 17,724

精 密 部 品 26,013 13,283 27,253 13,203 58,682 14,706
そ の 他 7,209 2,974 5,004 2,045 16,423 2,665

合　　　　計 99,279 47,231 95,118 45,484 201,356 48,879

事 業 の 種 類 別
セグメントの名称
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上   場   会   社   名       ニッパツ（日本発条株式会社） 上場取引所 東 大 名

コード番号       5991 本社所在都道府県

(URL http://www.nhkspg.co.jp) 神奈川県

　　　　　　　代表者役職名　　　 代表取締役社長

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　佐々木　謙二

問合せ先  責任者役職名 企画本部広報室長

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　菊池　克雄 TEL (045) 786 - 7513
中間決算取締役会開催日　　平成 14年 11月 14日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　      平成 14年 12月  6日 単元株制度採用の有無　有（1単元　1,000株）

１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 72,679 5.5 2,152 633.1 2,343 71.7
13年 9月中間期 68,902 △ 8.9 293 △ 83.4 1,365 △ 31.4
14年 3月期 142,741 2,393 3,280

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
14年 9月中間期 1,649 87.4 6.76
13年 9月中間期 879 - 3.61
14年 3月期 1,810 7.42
(注)①期中平均株式数    14年 9月中間期 244,026,467 株   13年 9月中間期  244,064,091  株   14年 3月期   244,060,038  株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり

中間配当金
１株当たり

年間配当金 （注）14年 9月中間期中間配当金内訳
円　銭 円　銭    記念配当           0  円 00 銭

14年 9月中間期 3.00 －    特別配当           0  円 00 銭

13年 9月中間期 3.00 －
14年 3月期 － 6.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 162,967 58,432 35.9 239.47
13年 9月中間期 169,797 57,357 33.8 235.01
14年 3月期 169,320 57,968 34.2 237.52
(注)①期末発行済株式数    14年 9月中間期　244,004,851 株   13年 9月中間期  244,065,195 株   14年 3月期  244,050,778 株
 　　②期末自己株式数　　　 14年 9月中間期  　　　61,293 株   13年　9月中間期            949 株   14年　3月期       15,366 株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 146,700 4,050 2,730 3.00 6.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）      11  円 19  銭
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貸　借　対　照　表
(単位：百万円)

当中間期 前　　期 対 前 期 前中間期
平成14年9月30日 平成14年3月31日 増 減 平成13年9月30日

資  産  の  部 162,967 100.0 169,320 100.0 △ 6,353 169,797 100.0
流  動  資  産 60,086 36.9 67,130 39.6 △ 7,043 67,066 39.5
現 金 及 び 預 金 5,443 10,592 △ 5,149 13,139
受 取 手 形 2,165 2,527 △ 361 2,963
売 掛 金 34,338 38,784 △ 4,446 35,182
有 価 証 券 - - - 499
た な 卸 資 産 9,450 8,602 848 8,515
繰 延 税 金 資 産 1,496 1,061 434 1,201
そ の 他 の 流 動 資 産 7,459 5,815 1,643 5,688
貸 倒 引 当 金 △ 268 △ 255 △ 13 △ 125

固  定  資  産 102,880 63.1 102,190 60.4 689 102,730 60.5
有 形 固 定 資 産 61,176 37.5 63,665 37.6 △ 2,489 64,565 38.0
建 物 24,226 24,981 △ 754 24,133
機 械 及 び 装 置 18,903 20,314 △ 1,411 21,068
土 地 12,589 12,589 - 11,812
建 設 仮 勘 定 1,840 1,814 26 3,433
その他の有形固定資産 3,616 3,965 △ 349 4,117

無 形 固 定 資 産 872 0.5 900 0.5 △ 28 823 0.5

投資その他の資産 40,831 25.1 37,624 22.2 3,207 37,342 22.0
投 資 有 価 証 券 13,851 13,388 462 12,896
関 係 会 社 株 式 19,657 19,317 340 18,756
長 期 貸 付 金 1,332 1,601 △ 268 2,339
繰 延 税 金 資 産 2,917 1,688 1,229 1,738
そ の 他 の 投 資 3,195 1,742 1,453 1,770
貸 倒 引 当 金 △ 123 △ 113 △ 9 △ 160

合　　  計 162,967 100.0 169,320 100.0 △ 6,353 169,797 100.0

科　　　　目
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(単位：百万円)
当中間期 前　　期 対 前 期 前中間期

平成14年9月30日 平成14年3月31日 増 減 平成13年9月30日
負  債  の  部 104,534 64.1 111,352 65.8 △ 6,817 112,440 66.2
流  動  負  債 68,454 42.0 69,935 41.3 △ 1,481 62,363 36.7

4,819 8,028 △ 3,208 7,853
21,603 26,218 △ 4,615 24,341
16,520 13,410 3,110 13,950
4,796 4,796 - 3,555
9,000 5,000 4,000 -
1,786 473 1,313 800
7,058 7,240 △ 181 7,010
688 1,671 △ 983 1,922

2,181 3,096 △ 915 2,930

固  定  負  債 36,080 22.1 41,416 24.5 △ 5,336 50,077 29.5
4,000 8,000 △ 4,000 13,000
16,355 17,978 △ 1,623 21,551
14,993 14,779 214 14,943

731 659 72 581

資  本  の  部 - 57,968 34.2 △ 57,968 57,357 33.8
- 17,009 10.0 △ 17,009 17,009 10.0
- 16,942 10.0 △ 16,942 16,942 10.0
- 3,633 2.1 △ 3,633 3,633 2.1
- 16,779 9.9 △ 16,779 16,581 9.8
- 4,886 △ 4,886 4,886
- 11,892 △ 11,892 11,694

その他有価証券評価差額金 - 3,607 2.1 △ 3,607 3,190 1.9
- △ 4 0.0 4 - 0.0

資  本  の  部 58,432 35.9 - 58,432 -
17,009 10.4 - 17,009 -
16,942 10.4 - 16,942 -

資 本 準 備 金 16,942 - 16,942 -
21,273 13.1 - 21,273 -

利 益 準 備 金 3,633 - 3,633 -
特 別 償 却 準 備 金 26 - 26 -
固定資産圧縮積立金 4,700 - 4,700 -

12,911 - 12,911 -
3,227 2.0 - 3,227 -
△ 20 0.0 - △ 20 -

合　　  計 162,967 100.0 169,320 100.0 △ 6,353 169,797 100.0

科　　　　目

支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
一年内返済長期借入金
一 年 内 償 還 社 債
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用

そ の 他 の 流 動 負 債

社 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金

利 益 剰 余 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

資 本 金
資 本 準 備 金
利 益 準 備 金

設 備 支 払 手 形

自 己 株 式

任 意 積 立 金
中間（当期）未処分利益

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

中間（当期）未処分利益

そ の 他 の 剰 余 金

資 本 金
資 本 剰 余 金
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損　益　計　算　書
 (単位：百万円)

当中間期 前中間期 前　　期

科　　　　目 自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日 増　　減 自 平成13年4月 1日

至 平成14年9月30日 至 平成13年9月30日 至 平成14年3月31日

72,679 100.0 68,902 100.0 3,776 142,741 100.0

63,547 87.4 61,760 89.6 1,787 126,257 88.5

売 上 総 利 益 9,131 12.6 7,142 10.4 1,989 16,483 11.5

6,979 9.6 6,848 9.9 131 14,090 9.8

営 業 利 益 2,152 3.0 293 0.4 1,858 2,393 1.7

営 業 外 収 益 1,945 2.7 2,152 3.1 △207 2,975 2.1

受 取 利 息 37 32 4 62

受 取 配 当 金 1,435 1,764 △328 2,106

不 動 産 賃 貸 収 入 384 305 78 657

雑 収 入 88 50 37 149

営 業 外 費 用 1,753 2.4 1,081 1.6 672 2,088 1.5

　支 払 利 息 438 467 △28 905

 　雑 損 失 1,315 613 701 1,183

経 常 利 益 2,343 3.2 1,365 2.0 978 3,280 2.3

特  別  利  益 24 86 △62 581

投 資 有 価 証 券 売 却 益 - - - 445

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 24 86 △62 129

固 定 資 産 売 却 益 - - - 6

特  別  損  失 28 235 △207 1,701

固 定 資 産 除 却 損 - - - 1,072

投 資 有 価 証 券 売 却 損 - 50 △50 59

投 資 有 価 証 券 評 価 損 16 178 △162 267

そ の 他 11 6 5 301

2,339 3.2 1,216 1.8 1,123 2,160 1.5

2,080 855 1,225 980

△1,389 △518 △870 △629

1,649 2.3 879 1.3 769 1,810 1.3

11,262 10,814 447 10,814

- - - 732

12,911 11,694 1,217 11,892

売 上 高

中 間 配 当 額

中間（当期）未処分利益

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

税引前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益
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注記事項
（中間貸借対照表関係）

当　中　間　期 前　　期 前　中　間　期
(平成14年9月30日現在) (平成14年3月31日現在) (平成13年9月30日現在)

　１．有形固定資産減価償却累計額 １０３,６３２  百万円 １０１,６８３  百万円 １００,７２９  百万円

　２．担保資産及び担保付債務
　　(１）担保資産
　　    建　　　　　　物 １２，６８１  百万円 １３,０８０  百万円 １３,５１２  百万円
　　    機 械 及び 装 置 １，１１２　　〃　 １,２３２　　〃　 １,４６５　　〃　
　　    土　　　　　　地 ４，５８７　　〃　 ４,５８７　　〃　 ４,５８７　　〃　
　　    投 資  有価 証券 ４，２６８　　〃　 ４,７４７　　〃　 ３,８７１　　〃　

　　(２）担保付債務
　　    長期借入金 ２１，１５１  百万円 ２２,７７５  百万円 ２５,１０７  百万円
    　　　（１年内返済を含む）

　　     関係会社NHKｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ ７３５　　〃　 ９３２　　〃　 ９５５　　〃　
　    　（ﾀｲﾗﾝﾄﾞ）社の借入金 (６,０００千ＵＳ＄） (７,０００千ＵＳ＄） (８,０００千ＵＳ＄）

　　　（１年内返済を含む）

　３．保証債務

  　　　関　係　会　社 ８，７４０  百万円 ９,５５５  百万円 ９,５３０  百万円
　　　　従  　業　　員 ９７３　　〃　 １,０６８　　〃　 １,２２６　　〃　
　　　　　　合   計 ９，７１３　　〃　 １０,６２４　　〃　 １０,７５７　　〃　

　４．消費税等の取扱について 　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債のその他
に含めて表示しております。

　５．期末満期日手形の会計処理  手形交換日をもって決済処理しております。
なお、前会計期間の末日は共に金融機関の休日で
あったため、次の期末日満期手形が期末残高に含
まれております。

　　　
　　　　受  取  手  形 -                   １４７  百万円 ２４１  百万円
　　　　支  払  手  形 -                   １,９９７　　〃　 ２,０９８　　〃　
　　　　設備　支払手形 -                   ４１１　　〃　 ４１７　　〃　

（中間損益計算書関係）

当　中　間　期 前　中　間　期 前　　期
自 平成14年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日
至 平成14年 9月30日 至 平成13年 9月30日 至 平成14年 3月31日

　１．減価償却実施額
　　　  有形固定資産 ４，４９６  百万円 ４,７９３  百万円 ９,９６０  百万円
　　    無形固定資産 ９３　　〃　 ４７　　〃　 １４３　　〃　
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法
（１）たな卸資産

総平均法による原価法

（２）有価証券
①子会社株式及び関連会社株式
　　移動平均法による原価法
②その他有価証券
　　時価のあるもの
　　　　中間決算末日の市場価格等に基づく時価法
　　　　なお、評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法
　　　　により算定しております。
　　時価のないもの
　　　　移動平均法による原価法

（３）デリバティブ
時価法

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

　定率法による償却額のほかに機械装置の一部については会社の計算による短縮年数
による減価償却を実施しております。
　ただし、本社の建物及び構築物については定額法を採用しております。
　また、平成10年 4月 1日以降に取得した本社以外の建物（建物附属設備を除く）に
ついては定額法を採用しております。

（２）無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法を採用しております。

（３）長期前払費用
　均等償却をしております。

３．引当金の計上方法
（１）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

（２）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しており
ます。
　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)
による定額法により費用処理することとしております。
　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(15年)による定額法により翌事業年度から費用処理することとしております。

（３）役員退職慰労金
　役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規定に基づく中間期末要支給額
を計上しております。
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４．リース取引の会計処理
　リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借契約に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．ヘッジ会計の方法
（１）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約(一部の通貨オプションを含む)
及び通貨スワップについては振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利
スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ヘッジ対象
為替予約 外貨建予定取引
通貨スワップ 外貨建借入金
金利スワップ 借入金

（３）ヘッジ方針
　当社の内部規程である「リスク管理規程」に基づき、為替変動リスク及び金利変動
リスクをヘッジするために行なうことを原則としております。
　なお、主要なリスクである外貨建売掛債権の為替変動リスクに関しては、リスクを
回避する目的で包括的な為替予約取引を行なっております。
　また、為替予約取引は通常の外貨建営業取引に係る輸出実績等をふまえ、成約高の
範囲内で実施しております。

（４）ヘッジ有効性評価の方法
　為替予約取引及び通貨スワップ取引については為替予約等の契約締結時に内部規程で
ある「リスク管理規程」に従っていることを確認することで、有効性評価の方法として
おります。
　また金利スワップについては、すべて特例処理の要件を満たすものであり、金融商品
に係る会計基準に基づき有効性評価を省略しております。

６．消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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①リ－ス取引関係
（単位：百万円）

１．リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認めら
　　れるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計
　　　額相当額及び中間期末(期末)残高相当額

       機械及び装置
2,951            3,990            3,522            
2,366            2,908            2,715            
585              1,081            807              

       その他
1,791            2,049            1,896            
1,034            1,117            1,142            
756              932              754              

       合　　計
4,743            6,039            5,419            
3,400            4,026            3,857            
1,342            2,013            1,561            

（２）未経過リ－ス料中間期末(期末)残高相当額

769              1,050            869              
644              1,115            801              

1,414            2,166            1,671            

（３）当中間期（当期）の支払リ－ス料、
　　　減価償却費相当額及び支払利息相当額

521              658              1,205            
458              575              1,057            
26               50               86               

（４）・減価償却費相当額の算定方法 リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。

　　　・支払利息相当額の算定方法 リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額を
利息相当額とし、各期への配分方法については利息法に
よっております。

２．オペレ－ティング・リ－ス取引未経過リース料

10               9                6                
5                8                8                

15               17               15               

当 中 間 期

自　平成14年4月  1日

自　平成14年9月 30日

前 期

自　平成13年4月  1日

自　平成14年3月 31日

前 中 間 期

自　平成13年4月  1日

自　平成13年9月 30日

１ 年 内
１ 年 超

合 計

１ 年 内
１ 年 超
合 計

  期 間

取 得 価 額 相 当 額
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額
中間期末（期末）残高相当額

取 得 価 額 相 当 額
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額
中間期末（期末）残高相当額

取 得 価 額 相 当 額
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額
中間期末（期末）残高相当額

支 払 リ ー ス 料
減 価 償 却 費 相 当 額
支 払 利 息 相 当 額

期 

項 目 
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②有価証券

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（当中間期）（平成14年9月30日現在）

中間貸借対照表計上額 時価 差額
子会社株式 2,116 百万円 2,856 百万円 740 百万円
関連会社株式 1,687 〃 3,933 〃 2,245 〃
　合　計 3,803 〃 6,789 〃 2,986 〃

（前中間期）（平成13年9月30日現在）

中間貸借対照表計上額 時価 差額
子会社株式 2,116 百万円 2,955 百万円 839 百万円
関連会社株式 1,687 〃 4,917 〃 3,229 〃
　合　計 3,803 〃 7,872 〃 4,068 〃

（前期）（平成14年3月31日現在）

貸借対照表計上額 時価 差額
子会社株式 2,116 百万円 2,925 百万円 809 百万円
関連会社株式 1,687 〃 4,361 〃 2,673 〃
　合　計 3,803 〃 7,287 〃 3,483 〃
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